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ll論説:l

中国製造物責任法における
無過失責任の受容と変容(3・完)

崖光日

目次

序章

第 l節本稿の目的と構成

第2節製造物責任の意義

第1章 中国製造物責任法の概説

第 1節製造物責任法の概観

1 民法通則と製造物責任

2 製品品質法と製造物責任

3 消費者権利・利益保護法と製造物責任

第2節 製造物責任立法の背景

1 諸外国における製造物責任の無過失責任化

2 中国の製造物責任立法の背景

第3節 製造物責任法の特徴

1 立法形式上の特徴

2 整合性の欠知

第2章責任主体

第1節責任主体の範囲

1 責任主体についての二つの考え方

2 中国における責任主体の範囲

3 責任主体の帰責根拠

~r. 1去55(2 ・ 464)898



中国製造物責任法における無過失責任の受容と変容(3・完)

第2節製造業者

l 責任主体の要件

2 部品・原材料の製造者

3 表示製造者

第3節流通業者

I 輸入業者

2 販売業者

第4節 責任主体の規定の問題点について

l 民法通則122条と製品品質法との関係

2 r先行賠償責任jについて
第3章製造物

第I節製造物の定義

第2節製造物の要件

1 r動産であること」
2 r製造・加工されたことj
3 r販売に供されること」

第4章欠陥

第 l節欠陥の概念

1 r品質不合格」と「欠陥J
2 欠陥の定義

(以上、 54巻5号)

3 欠陥の判断における「安全基準Jの位置付け
第2節欠陥の判断

I 欠陥の判断基準

2 欠陥の判断要素 (以上、 54巻6号)

第3節 開発危険の抗弁

1 製造物責任の免責事由

2 開発危険の抗弁の採否

3 開発危険の抗弁における「科学技術の水準j

第4節欠陥責任と過失責任

1 過失の客観化と欠陥責任

2 開発危険の抗弁と欠陥責任

第5章 欠陥の証明責任の軽減

第1節欠陥の証明責任の所在

第2節 欠陥の存在の推定

1 法律上の推定

2 事実上の推定

第3節 欠陥の存在時期の推定

北法55(2・463)897



第4節 欠陥の証明度の軽減

I 欠陥の証明度

2 欠陥の特定の程度

終章 中国製造物責任法への提言

第4章欠陥

第3節開発危険の抗弁

l 製造物責任の免責事由

論

(以上、本号)

製造物責任は、製造者の過失を要件としないという意味で「無過失責

任jであるが、製造物に起因するすべての損害について製造者に賠償責

任を負わせる「絶対責任jではない。一般に、各国の製造物責任法は、

製造物に欠陥があっても、当該製造物の製造者が一定の事情の存在を証

明すれば、賠償の責めを免じられるとしている。

(1)免責事由と証明責任

製造物責任の免責事由は、製造物責任の消極的な成立要件であるから、

その証明責任は製造物責任の成立を否定する製造者側にあり、これらの

免責事由を定めた法律は、原則としてその規定する責任排除原因は、存

在しないという推定から出発していると理解されるl。そして、製造物

責任の成立要件は、損害賠償を請求する原告がその証明責任を負う積極

的な要件ではなく、消極的な要件(免責事由)として定めて、その証明

責任を製造者側に負わせることが被害者の救済に有利であるといえる O

中国の製品品質法 (41条2項)は、生産者は、①製品を流通に投入し

ていないこと、②製品を流通に投入したときには、損害を引き起こした

欠陥がまだ存在していなかったこと、③製品を流通に投入したときにお

ける科学技術の水準で、は、まだ欠陥の存在を発見することが不可能で

あったことのいずれかを証明すれば、損害賠償責任を負わないとする O

製品品質法が定めるこの三つの免責事由はEC指令を踏襲したもので

北法55(2・462)896
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あるが、 EC指令(7条)は、製造者が次の各号のーを証明するときは、

責めに任じないとする。

( a J製造者が、その製造物を流通に置いたのではないこと、(b J損
害を生じさせた欠陥は、諸事情を考慮すれば、その製造物が製造者によっ

て流通に置かれたときには存在しなかったか又はその後に生じた蓋然性

があること、 cc )製造者が、その製造物を、営利目的をもって販売そ
の他の方法により配布するために製造したのではなく、かつ事業活動と

して製造又は配布したのではないこと、 (d)その欠陥が、製造物を公

的機関の定める強制的な基準にしたがって製造したことに起因すること、

[ e J製造者がその製造物を流通に置いた時点における科学技術の水準
によっては、その欠陥の存在は認識されることはできなかったこと、(fJ

構成部品の製造者については、その欠陥が、構成部品の組み込まれた製

造物の構造又はその製造者のした指示に起因すること。

日本の製造物責任法 (4条)は、 EC指令の(e Jと(fJにあたる

「開発危険の抗弁Jと「部品・原材料製造業者の抗弁Jは規定したが、
(aJ (bJ (CJにあたる製造者がその製造物を流通に置いたこと(3 

条)、事故の発生時にあった欠陥は、流通に置かれるときにすでにあっ

たこと、および製造者などはその製造物を「業としてj製造したこと (3

条、 2条3項I号)は、請求権の成立の要件として被害者が証明するべ

きものにしている。したがって、これらを免責事由として定めて、その

証明責任を製造者側に負わせる EC指令より、被害者に不利になってい

るといえる。

中国の製品品質法の免責事由の①と③は EC指令の (aJと[e Jと

同じであるが、②はEC指令の (bJと若干異なる oEC指令の(b J 

は、製造物を流通に置いた時点では欠陥が存在しなかったか、その後に

生じた「蓋然性jがあることを証明すれば免責されるとするのに対して、

製品品質法の②は、製品が流通に投入されたときには欠陥が存在しな

かったこと自体を証明することで免責されるとする。すなわち、 EC指

令は、事故時の欠陥の存在から製品を流通に置いた時点での欠陥存在の

蓋然性を推定しているのに対して、製品品質法は、事故時の欠陥の存在

北法55(2・461)895
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から製品を流通に投入した時点での欠陥の存在そのものを推定している

のである O 事故時に欠陥が存在していることは被害者側にとって(容易

ではないが)証明可能であっても、流通に置いた時点での欠陥の存在の

証明は極めて困難であるということを考えると、欠陥の証明に関しては、

中国の製品品質法の方が、蓋然性の推定をする EC指令と推定の規定が

ない日本の製造物責任法より、被害者側に有利で製造者側に厳しくなっ

ているといえる。

( 2 )製品品質法に採用されなかったその他の免責事由

製品品質法は、上記の三つの免責事由のほか、 EC指令の定めるその

他の免責事由は定めていない。

そもそも、製品品質法においては、 EC指令の(c )にあたる、責任

主体の要件として「業としてJかっ「営利の目的でj製造物を製造、販

売することが必要であるかが明らかではないが、筆者は、責任主体は「業

としてJ製造、販売するものに制限するべきであると考えている2。そ

して、製造物を「業として」製造、販売したことは、日本の製造物責任

法のように責任の積極的な要件として定めるのではなく、 EC指令のよ

うに免責事由として定めて、被害者の証明責任に配慮することが望まし

いと考える。

また、 EC指令の(f)にあたる、部品・原材料の製造者が製造物責

任主体であるか否かも、製品品質法においては明らかではないが、筆者

は、部品・原材料の製造者も製造物責任の主体としたうえで、 EC指令

と日本の製造物責任法のように免責事由を定めることにより、完成品の

製造者の責任との区別を図るべきであると考える30

EC指令の (d)にあたる、「国の強制的基準の抗弁Jは、製品品質法

の草案に盛り込まれていたが4、立法機関における審議の際、一部の委

員から、国の法律、法規の行政的基準に合致させるため、製品に欠陥が

生じることは、中国では起きたことがなく、今後も起きてはいけないと

いう意見が出されて削除された経緯がある5。日本の製造物責任法の制

定過程においても、この免責事由の採否が議論されたが、免責事由とす

北法55(2・460)894
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べき法令、公的な規制が明確ではないほか、このような法令、公的な規

制lが欠陥の原因である場合には、国などの国家賠償責任を追及したり、

求償権を行使したりすることによって、製造者の責任負担を軽減するこ

とができるなどの理由により採用されなかった o

日本の場合には、「国の強制基準の抗弁」を認めて製造者が免責され

ても、被害者は、国家賠償法に基づいて固に対して損害賠償を請求する

ことができるため7、この抗弁を設けても、被害者にとって結果的には

変わらない可能性もある O これに対して、中国では、国が制定した安全

規制・基準に不備があって、それに従って製造された製造物の欠陥によ

り損害が生じた場合に、国に対して国家賠償を請求することができない

ため久この抗弁を認めると、被害者は製造者に損害賠償を請求できず、

固に対しでも損害賠償を請求できなくなり、この抗弁を認めなかったこ

との被害者にとっての意義は日本より重要であるといえる O ただし、問

題の強制基準を作った国が責任を負わないのは妥当とはいえないだろう O

2 開発危険の抗弁の採否

製造物を流通に置いた時点における科学・技術の水準によっては、認

識不可能な欠陥 cr開発危険J)を免責事由として認めるか否かは、 EC
と日本では、製造物責任法の制定にあたって、もっとも争われた問題の

一つであったが、中国では、立法前にほとんど議論されずに法律に盛り

込まれた9。中国で、開発危険の抗弁が争点とならなかったことについ

ては、次の二つの原因が考えられる。一つは、中国における製造物責任

の立法化は、諸外国と違って、主に製造者の故意又は過失が明らかな粗

悪製品被害の救済のために進められたため10、「開発危険Jのように高度

な価値判断が必要とされる問題は、そもそも重視されなかったことであ

る。いま一つは、製品品質法の立法当時の中国では、消費者側も産業界

側も、ともに開発危険の抗弁の採否と自分たちとの利害関係についての

認識が欠如したため、双方の利害の対立が現実化されなかったことであ

る。

しかし、中国でも、当事者が意識しているか否かにかかわらず、開発

北法55(2・459)893
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危険が問題となりうる製品事故が発生し、被害者と製造者側が対立する

現実的な可能性があり、開発危険の抗弁の採用の是非および裁判実務上

の運用のための方向性ないし指針について検討する必要があると思われ

る。

1985年に採択されたEC指令は開発危険を免責事由として認めている。

しかし、 1974年8月のEC指令「第一次予備草案Jから1979年の最終提

案までの諸提案は、開発危険の抗弁の採否について、二転三転して、一

貫しておらず、かなりの好余曲折があったことを表している 11。なお、

EC指令は、原則として開発危険の抗弁を認めながら、また、各加盟国

は、開発の危険をも有責とする既存の囲内法を存続させ、または新たな

立法をすることができるとしている120

日本においては、 1975年に公表された製造物責任研究会の「製造物責

任法要綱試案jをはじめ、その後公表された私法学会の報告者グループ

による提案および各政党、弁護士会の諸提案は、そのほとんどが開発危

険の抗弁を認めていなかった130 これに対して、政府内における検討で

は、産業構造審議会総合製品安全部会の答申および法制審議会民法部会

財産小委員会の報告は、開発危険の抗弁を採用するべきであるとした140

結局、日本においても、消費者側と産業界側の採否両論の激論の末、開

発危険の抗弁を認める内容の製造物責任法が制定されたのである。

しかし、 EC指令と日本の製造物責任法に開発危険の抗弁が採用され

たのは、法理論上の決着ではなく、立法政策上の判断の結果であるとい

われている150つまり、開発危険の抗弁を採用したことには、採否両論

の対立を解消できるほどの決定的な法理論的理由はなく、採否両論が代

表する消費者側と産業界側の利害関係についての政策的な判断の結果で

あるといえる。

開発危険の抗弁を認める EC指令のもとでも、一部の国は開発危険の

抗弁を排除しており 16、開発危険の抗弁を認める国の中には、開発危険

'の抗弁を原則として認めながらも、一部の製造物については、開発危険

の抗弁を排除している。スペインの製造物責任法は、医薬品と食品につ

いては開発危険の抗弁を認めていない17。ドイツでは、 EC指令を園内立

北j去55(2・458)892
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法化した製造物責任法は開発危険を免責としたが、薬事法 (84条)によ

り、医薬品については、開発危険の抗弁が認められず、流通に置いたと

きの医学、薬学の最高の知識水準によっても医薬品の欠陥を認識できな

かった場合でも、製薬業者の責任が肯定される180 また、 1990年に施行

された「遺伝子工学法J(37条2項)により、遺伝子操作された生物を

含む、あるいは遺伝子操作された生物から組成された製造物の欠陥によ

る事故については、開発危険の抗弁による免責はできない190 ドイツで、

特別法により一部の製造物について、開発危険の抗弁を認めないのは、

このような製品は、開発危険が生じる可能性が大きいので、有責にしな

いと被害者の保護に欠けるおそれがあるからだといわれている20。つま

り、開発危険が問題となる可能性があまりない普通の製品については、

EC指令に従って原則として開発危険の抗弁を認めるが、開発の危険が

問題となる可能性が最も高い製品については、あえて開発危険の抗弁を

認めず、消費者の保護を優先的に考慮しているのである。

中国の製品品質法は、 EC指令を踏襲して、開発危険の抗弁を採用し

ているが、その採用に当っては、十分な検討が行なわれておらず、有力

な根拠も示されていない。上記の諸外国における開発危険の抗弁の取り

扱いについての考察および製品品質法の立法経緯から、筆者には、製品

品質法が開発危険の抗弁を採用したことは妥当であるとはいえないと思

われる。

まず、製品品質法は EC指令を踏襲して開発危険の抗弁を採用してい

るが、上記のように EC指令が開発危険の抗弁を採用したのは、必ずし

もすべての加盟国の意思を反映しているとはいえず、また、一種の妥協

の結果にすぎないため、 EC指令が開発の危険の抗弁を採用したことは、

中国の製造物責任法が同抗弁を採用することの妥当性を説明できるもの

ではない。

次に、開発危険の抗弁を認めないと、研究開発、技術革新が阻害され

ることになり、ひいては産業活力を損なうこととなり、また、保険を付

することが困難になるおそれがある、というのが開発危険の抗弁を排除

することに反対する主な理由であるが21、必ずしもそうではないと思わ
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れる。開発危険の抗弁を認めても、開発危険の前提となる科学技術の水

準は、「世界最高水準jを基準とするので、実際に開発危険が問題とな

りうるのは、医学業界と化学業界に限られるだろうし22、しかも、この

ような業界においても極めて稀な場合しか予期されないが23、これは、

反対に、開発危険の抗弁を否定しでも、産業界に大きい影響が出る可能

性はないことをも意味するといえるだろう O

そして、日本では、製造物責任法の制定前の過失責任のもとでも、判

例・学説上の過失の客観化・高度化によって、製造者に対して高度な注

意義務が求められるようになっていたため、製造物責任法の下で開発危

険の抗弁を認めても、開発危険であるか否か(製造者が認識可能な欠陥

であったか否か)は、当然高度の科学技術の水準を基準に判断されるこ

とになると予想できる24。これに対して、中国では、日本のような過失

の客観化・高度化が学説および実務ともに欠けているため、開発危険の

抗弁を認めて、製造者の欠陥についての認識可能性が争われる場合、よ

り低い水準の科学技術水準を基準として判断され、実質的には過失の有

無を判断することと変わらない結果となって、開発危険の抗弁が容易に

認められるおそれがあり、無過失責任の製造物責任法の意義が損なわれ

ることになりかねない。そして、開発危険の抗弁を認めると、製造者が

開発危険の抗弁を主張した場合、これを覆すためには、製造物が流通に

置かれた時点における科学技術知識の水準によって製造物の危険を予見

することが可能で、あったことについて、被害者が反証を挙げなければな

らず、被害者は困難な証明責任を負わされることとなる250

また、開発危険の抗弁を認めると、製造者が免責されるため、被害者

を救済するには、特別な救済制度が必要であるが、社会保障制度がまだ

整備されていない中国の現状では、欠陥製造物の被害者のための特別な

救済制度を設けるのが難しく、結果的に被害者は救済されないこととな

るおそれがあると思われる。

要するに、開発危険の抗弁を採用することには十分な根拠があるとは

思われず、開発危険の抗弁を採用にしたことにより、中国の欠陥製品被

害者は日本などの被害者よりも不利な立場に置かれるおそれがある。

北法55(2・456)890



中国製造物責任法における無過失責任の受容と変容(3・完)

中国民法典の「全国人大草案J、「社会科学院案J、「人民大学案jは、
いずれも現行法と同じように開発危険の抗弁を認めるが、筆者には、被

害者(消費者)の保護という製造物責任法の本来の趣旨を徹底するため

には、開発危険の抗弁を採用せず、開発危険をも有責としたうえで、万

がーにもありうる開発危険による賠償のコストは、保険制度や基金制度

の充実などで処理し、最終的には製品価格に上乗せして消費者・般に分

散、転嫁させるシステムにすることが望ましいと思われる260

3 開発危険の抗弁における「科学技術の水準」

開発危険の抗弁については、その採否のほかその判断基準となる科学

知識や技術知識の水準を、どの程度の水準とするかが重要な論点となる。

中国の製品品質法と日本の製造物責任法およびEC指令は、同じく開

発危険の抗弁を認めるが、ある製品の欠陥が開発危険であるか否かを判

断する基準については規定しておらず、知何なる水準の科学技術によっ

て欠陥の存在を認識できなかった場合に開発の危険の抗弁が認められる

かは、解釈および裁判実務の判断に委ねられることとなる。

EC指令においては、その科学技術の水準について明文の規定はない

が、 EC委員会の考え方によれば、ここにいう科学技術の水準とは、世

界最高の水準を意味するものとされている27。すなわち、 EC指令での科

学技術の水準というのは、科学技術の分野で一般に承認され、使用しう

る専門知識の総体であり、科学技術の知識は、国際的な交流が進んで、い

る現実では、科学者や技術者にとっては世界的に普遍的なものであるか

ら、当該製造者の属する国において使用しうる科学技術上の専門知識(だ

け)によるべきではないということになる280

日本の製造物責任法にも明文の規定はないが、開発危険の基準となる

「科学又は技術に関する知見J(4条 l項)とは EC指令と同じく、世界

的に見て最高の科学技術の水準を意味するものと解されている29。なお、

このような科学技術の知識は、現在の情報化社会においては、それが一

般に公表され、その科学技術の分野で一般に承認されており、したがっ

て、一般に利用可能となっていれば、被告である製造者が実際に入手可
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能であったか否かは考慮されるべきではないとされる300

開発危険の抗弁を判断する科学技術の水準について、製品品質法の起

草機関である国家技術監督局は、製品を流通に投入するときにおける社

会の科学技術の水準を基準とすると説明するが31、それが中国における

科学技術の水準なのか、それとも全世界における科学技術の水準なのか

は明言していない。ただし、学説は製品品質法の定める科学技術の水準

を世界の最高の科学技術の知識の水準と解する320

開発危険の抗弁の基準となる科学技術の水準を、特定の国(特にその

水準の比較的に低い国)や個々の製造者や業界の平均的な水準として捉

えて、低く設定したり、あるいは、個々の製造者の科学技術についての

「入手可能性」を考慮したりすると、過失責任の下において製造者の予

見可能性を問題とする場合と同様の結果となり、過失責任に替えて欠陥

を責任要件とする無過失責任に基づく製造物責任を規定した意味が失わ

れることになるから、開発危険の抗弁の解釈と適用にあたっては、その

基準をできるだけ高く設定し、かつ、製造者の「入手可能性Jは不問と

するべきであると思われる O とりわけ、中国では日本のような製造物責

任訴訟における過失の客観化・高度化の理論も裁判例も欠けているため、

開発危険の抗弁を認めて、欠陥の存在に対する製造者の認識可能性を考

慮することになると、より低い水準の科学技術をもってその認識可能性

が判断されるおそれがあるため、開発危険の判断基準を世界最高の科学

技術の水準として捉えることの意義はもっと重要であるといえる。

中国における開発危険の抗弁に関する議論の中には、開発危険の抗弁

を技術水準の抗弁と同一視するものが見られるが33、開発危険の抗弁と

科学技術の抗弁は同じ概念ではない。すでに検討したように、開発危険

(developm巴ntrisk) とは、製造物が流通過程に置かれた時点における科

学知識や技術知識の水準によっては発見することができなかった製造物

の危険を意味している O これに対して、技術水準 (stateof the art) とは、

アメリカにおける概念であり、きわめて多義に使われているが、一般に、

①同種の製品の製造についての業界の標準的な慣行、②法的あるいは行

政上もしくは業界の自主的な品質・安全基準、③科学・技術分野での知
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識の到達水準、④実際的・経済的な実行可能性の四つの意味で使われて

いる34。その中で、①、②、④は明らかに開発危険の抗弁における「科

学技術の水準jより低いものとなる可能性があり、③の科学技術の到達

点としての技術水準のみが開発危険と同じ意味をもち、開発危険の抗弁

と技術水準の抗弁は同一視するべきではない。

また、中同では、開発欠陥と開発危険を同一視するものも見られる

が35、両者は同じ概念ではない。開発欠陥とは、製品を流通に投入する

時点ですでに認識されていたが、当時の科学技術の水準では除去不可能

な危険性のことであり、開発危険とは、製品を流通に投入する時点では

認識不可能な欠陥のことである36。開発危険の抗弁を認めると開発危険

を有する製品の製造者は免責されうるが、開発欠陥を有する製品の製造

者は必ずしも免責されない。

当時の科学技術の水準では除去不可能な危険性を有する製品は、最低

限の安全性すら欠けていて、その危険性が当時の社会通念が許容できる

程度以上であると評価される場合には、そもそも製造が許されるべきで

はない。しかし、最低限の安全性は有し、代替製品の可能性、危険の種

類・程度、危険性と有用性の比較、消費者に対する説明・指示などを総

合的に考慮して、その危険性が社会通念上許容される程度であると評価

される場合には、その製造物は、責任要件としての欠陥(不合理な危険)

を有しないものと判断され、製造者は製造物責任を負わないこととな

る370

第4節欠陥責任と過失責任

製造物責任は、責任の要件を一般不法行為責任の過失から欠陥に替え

ることで、被害者の証明責任の負担を軽減し、被害者の救済を容易にす

ることを目的とする。つまり、過失という製造者の主観的な要素ではな

く、製造物の欠陥という客観的な要素を基準に製造者の責任を判断する

ことにより、欠陥製品被害者の救済を円滑にしようとする責任法理であ

るO しかし、製造物がもっ危険な性質が欠陥であるか否かは、当該製造
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物に係るさまざまな事情を総合的に考慮して判断しなければならず、そ

の意味では、過失と同じように一定の価値判断を必要とする規範的な概

念である。そして、欠陥の判断と過失の判断が、その考慮要素と方法に

おいて共通のところがあるため、製造物責任(欠陥責任)と過失責任の

区別は必ずしも明確ではなく、過失責任に替わる欠陥責任の意義(必要

性)について疑問視する見解も主張されている。また、製造物責任法に

おいて開発危険の抗弁を認めたことも欠陥責任と過失責任の区別を暖昧

にしている。

1 過失の客観化と欠陥責任

過失の本質について、日本では、過失を不注意ないし意思の緊張の欠

如という行為者の内心の心理状態における責められるべき状態と見る考

え方と、注意を欠いた行為の仕方をしたことという行為の態様、ないし、

注意して行動すべき義務に反すること(注意義務違反)を過失とする見

解がある380元来、学説においては、過失を「その結果の発生すること

を知るべきでありながら、不注意のためそれを知りえないで、ある行為

をするj という心理状態として捉える説が多数を占めていたが39、判例

においては、多数説とは逆に、当該状況において行為者がとるべきであっ

た注意義務違反をもって過失とするものが多く 40、学説においても、過

失を「権利侵害回避のために法秩序が命ずる一定の注意義務に違反する

ことであるJとして注意義務違反と捉える見解が有力になっている410

現在は、過失を被害の発生が予見できたにもかかわらず、その被害の発

生を回避すべき義務に違反して結果を発生させることと定義するのが通

説的見解であり 42、過失は予見可能性を前提とした結果回避義務違反で

あるとする考え方が理論的にも実務的にも一般的に定着していると見ら

れている430

過失の判断における注意義務の程度については、具体的な加害者を基

準とするのではなく、抽象的な「通常人」を基準として判断することと

なり、不法行為の一般的成立要件としての過失は、具体的な過失ではな

く、抽象的な過失として捉えるようになっている440 そして、製品事故
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の場合には、製造者の注意義務を安全な製品を製造・販売するべき義務

といった程度に抽象化することによって被害者の救済を図る裁判例も見

られるようになった45。さらには、食品、医薬品事故を中心に、高度の

調査義務を課すなどとして、製造者に高度の注意義務が求められるよう

にもなった460 このような過失の客観化・抽象化・高度化および過失の

事実上の推定などにより、欠陥製造物事故において、製造者などの過失

についての被害者の証明責任は相当に軽減されるようになった。

そして、客観化した過失の判断は、欠陥の判断と区別することができ

ないレベルに達しており、過失責任の下でも実際には無過失責任を実現

しているとして、無過失責任の製造物責任法を制定する積緩的意義が乏

しいとする見解が主張された470

このような製造物責任立法についての消極的な評価に対Lて、製造物

責任立法の必要性を積極的に認める学者は、裁判所は、深刻な被害が大

量に発生した医療品事故や一部の食品事故などの事例では比較的容易に

過失を認定しているのに対して、それ以外の事例においては過失の認定

はそれほど容易ではなく、また、過失の認定の前提と Lてあるいは過失

認定と実質問義のものとして、欠陥ないし暇庇を問題にする裁判例もあ

るが、そこでも一部の製造物については、欠陥の存在を否定する例が少

なくないと指摘して、過失に替わって欠陥を責任要件とする意義を主張

する48。また、過失は、製造者が不注意だったかどうかという製造者を

基準として判断されるのに対して、欠陥は、消費者側から見て安全性を

欠くかどうかを判断することとなるとして、過失責任から欠陥責任へと

転換する意義を指摘する見解もあるべ

日本の製造物責任法は、欠陥の判断要素として、「当該製造物の特性」、

「その通常予想される使用形態J、「その製造業者などが当該製造物を引

き渡した時期」を定めるが、その中には、「製造物の効用・有用性と危

険との比較考量J、「事故を防止するための表示j、「同価格帯の製造物の

安全性との関係」、「被害発生の蓋然性とその程度j、「製造物の使用者に

よる損害発生防止の可能性jなどが含まれると説明されており 50、一方、

欠陥の判断において、損害の発生、その回避の可能性に関する事情が考
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慮されるため、欠陥の判断と過失(予見可能性を前提とする注意義務違

反)の判断との区別が問題となるが、次のような説明がなされている。

即ち、欠陥の有無を判断するにあたって、損害発生の蓋然性、損害の内

容などの事情が個々の事案ごとに必要な範囲で考慮されるのは、製品が

通常有すべき安全性を欠いているかどうかを判断するためにその一つの

事情として考慮するものであり、過失責任の場合のように、加害者によ

る予見可能性、結果回避可能性の有無を判断する場面で問題になるもの

ではなく、考慮の観点、内容、重要性が異なるものである。損害発生の

予見可能性、結果の回避可能性は、過失責任の基本的な要件であり、判

断の基準であるから、これらを製品の欠陥の判断において考産すること

は、結局過失責任と実質的な同じ内容の損害賠償責任になるおそれがあ

り、妥当ではない、という 510

中国では、従来、旧ソ連の民法理論を踏襲して、過失の本質を行為者

の心理状態として捉えるのが一般的で52、過失は、行為者が自分の行為

により生じうる損害結果を予見するべきでありながら、予見できず、あ

るいは、予見しながら回避できると軽信することであるとした530現在

も、過失の本質を行為者の心理状態として捉えるのが一般的であるが54、

注意義務違反をもって過失とする見解も主張されており 55、中国でも過

失の客観化理論が形成されつつあるように思われる。ただし、学説上は

過失の客観化理論を提唱する見解が見られるものの、裁判実務において

一般的に認められているかは不明であり、過失の客観化の傾向は日本の

ようには明確ではないように思われるO そのため、中国では製造物責任

法の立法当時およびその後も、日本のような過失の客観化による被害者

の救済を理由に製造物責任の立法の必要性を否定する主張は見られず、

製造物責任に対する反対論も少なかったと思われる。そして、伝統的な

過失責任による被害者の救済には明らかに限界があるため、中国におい

て、過失責任に替えて欠陥を責任要件とする製造物責任制度を確立する

意義は日本より大きいといえる。

2 開発危険の抗弁と欠陥責任
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欠陥責任と過失責任の区別において、もう一つ問題となるのが開発危

険についての理解である。

過失責任においては、結果回避義務の前提として予見可能性の存在が

必要で、あるため、予見不可能な危険については、製造者の過失を認めて

責任を追及することはできない。これに対して、製造物責任においては、

過失は責任の要件ではなく、製造物の客観的性状である欠陥が責任要件

であるため、製造者が欠陥について予見できたか否かは考慮されるべき

ではないはずである。ところが、すでに言及したように、各国の製造物

責任法は製造物を流通においた時点における科学・技術の知識の水準に

よっては、欠陥の存在を認識することができなかったことを製造者の免

責事由として認めるのが一般的である。

そのため、日本では、製造物責任法の制定前から、厳格責任のもとで

も開発危険の抗弁を認める場合には、予見可能性についての挙証責任が

製造者に課される点を除けば、結果的には変わりがないことになり、開

発危険の抗弁は、過失ないし予見可能性の推定規定をおいたことと同ー

になるという主張があった560

このような見解に対しては、過失責任における予見可能性は、製造時

において製造物の危険を予見可能な科学知識や技術知識の水準が存在し

たことのみでは足りず、製造者がそれらの知識を入手可能であったこと

も必要とされるのに対して、開発危険の抗弁は、そのような知識に関す

る製造者の入手可能性は問題としておらず、製造時において製造物の危

険を予見可能な科学知識や技術知識が存在する限り、製造者がそれらの

知識を入手できなかったとしても製造者の免責は認められないことにな

る、という開発危険の抗弁と過失責任との区別を強調する見解が主張さ

れている570

欧州でも、 EC指令と EC指令を国内法化したドイツの製造物責任法

が開発危険の抗弁を認めたことについて、日本においてと同じように、

開発危険の抗弁を認める製造物責任法は、本質的には不法行為責任と同

じだとする見解があったが58、EC指令とドイツ製造物責任法の起草に従

事した関係者および多くの学者は、開発危険の抗弁を厳格に解して、製

北法55(2・449)883



目岡 説

造物責任は過失責任に基づくものではないとするのが、 EC指令とドイ

ツ製造物責任法の本来の趣旨であるとする。その根拠の一つが、不法行

為責任においては、科学技術の水準は、製造者の義務に関する注意の程

度を意味し、この程度がいくら高くても、原理的には履行可能なもので

なければならないのに対して、製造物責任法における開発危険の抗弁の

場合には、当該欠陥が客観的に誰かによって認識されることが出来たか

どうかが基準となることであるといわれている590

中国においても、製品品質法が開発危険の抗弁を認めたことをもって、

製造者の責任は無過失責任ではなく (過失の推定により証明責任を転換

する)過失責任であるとする見解があるが60、筆者としては、上記の日

本と ECにおける議論が示すように、開発危険の抗弁を認めることは、

製造物責任の無過失責任性格を否定するものではないと考える。

つまり、製造者の過失を責任要件としない製造物責任においては、製

造物の危険性についての製造者の認識(予見)可能性を考慮する論理的

必然性がなく、開発危険の抗弁を認めるか否かは政策的な判断の問題で

あり 61、開発危険の抗弁を認めても、その判断基準を個々の製造者の主

観的な予見能力ではなく、客観的(全世界的)な科学技術水準による認

識可能性とする限り、過失責任との区別はなくならないはずである。もっ

とも、上記のような開発危険についての見解の相違は、開発危険の判断

基準の設定次第では、製造物責任の性格が本質的に異なる可能性がある

ことを意味するから62、開発危険の抗弁の解釈及び実務上の適用におい

ては、製造物責任法の趣旨に沿って、その判断基準を厳格にすることが

重要で、あると思われる。

第5章欠陥の証明責任の軽減

第1節欠陥の証明責任の所在

製造物責任の要件である欠陥の証明責任について、 EC指令は、「損害、

欠陥及び欠陥と損害との因果関係については、被害者がこれを証明しな
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ければならないJ(4条)と規定している。日本の製造物責任法は、欠

陥の証明責任について規定はしていないが、製造物責任は不法行為責任

の一つであり、その証明責任の所在も不法行為責任の証明責任の原則に

よるものと解するのが相当であり、製造物責任法もこのような解釈を前

提として立法されていると説明される63。そして、アメリカ第2次不法

行為法リステイトメントも、「製品が当該売主の手元を離れた時点で欠

陥状態にあったとの立証責任は、被害を受けた原告にあるjとする640

中国の製品品質法は、欠陥の証明責任を明記していない。製品品質法

の草案には欠陥の証明責任を原告に負わせる規定があったが65、一般消

費者が欠陥を証明するのは困難であり、とりわけ複雑な製品の欠陥につ

いては、被害者はその欠陥が生じた設計上あるいは製造過程の原因を証

明することは不可能であるため、被害者に証明責任を負わせることは、

消費者保護という立法趣旨に反する、という批判があったため、審議の

際に削除された660 この経緯からは、中国の立法者は被害者に欠陥につ

いての証明責任を負わせることに否定的であるかのように見える。

ところが、中間の¥f法機関である全国人民代表大会と製品品質法の起

草機関である国家技術監督局はその共同解説で、草案と同じく、欠陥、

損害および欠陥と損害との因果関係については、被害者がその証明責任

を負う(ただし、欠陥が生じた原因については証明責任を負わなしミ)と

する670

学説も、欠陥及び欠陥と損害との因果関係は製造物責任の成立要件で

あり、その証明責任は原告側にあるとする見解と俗、原告は被告の製品

により被害を受けたことさえ証明すれば足り、欠陥の存在については証

明責任を負わず、被告が製品に欠陥がないことの証明責任を負うとする

見解とに分かれている690

このように、欠陥の証明責任の帰属は明らになっていないが、筆者は、

原則としては、原告である被害者がその証明責任を負うと解するのが妥

当であると考える。そして、欠陥については、欠陥の証明と欠陥の原因

の証明とを区別するべきであると考える(本章4節の2を参照)。上記

の立法機関と製品品質法の起草機関の解説については、立法者が原告に
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証明責任を負わせる草案の規定を削除したのは、欠陥の存在についての

原告の証明責任を否定するのではなく、原告に欠陥の生じた原因につい

てまで証明責任を負わせるのを否定したと解するのが論理的であると思

われるO

また、中国では、製品品質法41条2項2号の製造者の免責事由(製品

を流通に投入したときには、損害を引き起こした欠陥がまだ存在してい

なかったこと)の規定をもって、中国の製造物責任法は欠陥の証明責任

を被告に転換すると解する見解が見られるが70、筆者は、この規定は、

欠陥の証明責任を転換する規定ではなく、欠陥の存在時期(ヲ|渡し時に

すでに欠陥があったこと)の証明責任を転換する規定であり、欠陥自体

の証明責任は原則として依然原告が負うと解するのが妥当であると考え

る(本章3節を参照)。

中国でも、不法行為責任の証明責任の分配においては、原告が責任の

成立要件についての証明責任を負うのが原則である710 製造物責任は不

法行為責任の一つであり、その立証責任の問題は不法行為責任における

証明責任の分配の一般原則によるのが相当であると思われる。

ただし、原告に証明責任を負わせる場合には、その証明責任の負担を

軽減するための対策を講じることが必要である O 製造物責任は、過失に

替えて欠陥を責任要件としているので、被害者の証明責任は、不法行為

責任よりかなり軽減されているといえる。しかし、多くの場合、被害者

にとって欠陥の証明は容易なことではない。欠陥の証明に必要な情報が

製造者側に偏在し、被害者の製造物に関する知識が欠如しているため、

証明責任をあまり厳格に求めると、被害者は欠陥を証明できなくなり、

責任要件を過失から欠陥に替える意義がなくなってしまう O

そのため、各国では、製造物責任法の適用にあたって、被害者に欠陥

の証明責任を負わせる一方、その証明責任を軽減するための立法上また

は実務上の工夫がなされている。これに対して、中国では、そもそも製

造物責任における欠陥の証明責任問題が立法上および実務上あまり重視

されていなかった。その原因は、まずは、すでに述べたように中国の製

造物責任法は主に欠陥の証明が容易な粗悪製品対策として立法され、そ
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して、実務においても欠陥の証明が問題となる事例があまりなかったか

らだと思われる720 いま一つの原因は、長い間中国では、民事訴訟にお

いて職権探知主義を採り 73、当事者の証明責任が重視されず、裁判所が

当事者に代わって証拠の収集を行なうことが一般的であったためである。

1991年に制定された現行の民事訴訟法は、 1982年に制定された民事訴訟

法(試行) (以下、旧法という)を改正したものであるが74、旧法は「当

事者は自ら提出した主張について証拠を提供する責任を負うJ(56条 l

項)と規定しながら、同時に、「人民法院は法定の手続に従って、証拠

を全面的、客観的に収集し調査しなければならないJ(同2項)と規定

して、実務上では、多くの場合、当事者は証明責任を果たさず、裁判所

が当事者に代わって事実の調査、証拠の収集を行なうようになったとい

われる750現行法は旧法の規定を改めて、「当事者は自ら提出した主張に

ついて証拠を提供する責任を負う。当事者およびその訴訟代理人が客観

的原因により自ら収集できない証拠、または人民法院が事件の審理に必

要と認める証拠は、人民法院が調査・収集しなければならないJ(64条)

と規定Lて、裁判所が職権により証拠を収集する範囲を制限する。現行

法は、一方では当事者が証明責任を負うとしながら、他方では人民法院

にも証拠を調査・収集する責務があるとしているが、この当事者の証明

責任と裁判所の責務との関係が暖昧であるため、旧法と現行法との聞に

は実質的な違いはなく 76、裁判実務においては、裁判所が当事者に代わっ

て証拠を調査・収集する問題は依然解消されなかった770

ところが、近年中国では民事裁判方式の改革が進められて、当事者の

証明責任が強化されつつあり78、製造物責任訴訟においては、被害者で

ある原告の証明責任を明確にすると同時に、その証明責任の負担を軽減

するための方策を講じることが重要な課題となると思われる。

以下においては、上記のような中国の事情を踏まえて、証明責任の軽

減について、日本などの外国の法律と学説を参考に検討を進めたい。

第2節欠陥の存在の推定
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製造物責任訴訟における被害者の証明責任を軽減する最も有効な方法

は、法律に推定の規定を設けることである。

日本では、 1975年の製造物責任研究会の「製造物責任法要綱試案Jを

はじめ、ほとんどの立法提案は欠陥の推定規定を設けることを提案して

いた79。推定の規定を設ける理由としては、①製造物の欠陥を証明する

のに必要な証拠が製造者側に偏在していること、②日本には民事訴訟法

上証拠開示制度がなく、文書提出命令も限定されたものであるため、被

害者が立証に必要な証拠を得ることが難しいこと、③証明責任の分配に

関する一般原則の変更には制定法の根拠が必要であることなどが挙げら

れた80。これに対しては、①一般不法行為や特別立法においては、法律

上の推定が行なわれておらず、製造物責任法にのみ推定規定を設けるこ

とは、不法行為法全体の体系のバランスが取れなくなる可能性があるこ

と、②法律上の推定を行なう前提として提案されている事実は、明確な

事実ではないので、推定の前提事実としては適当ではないこと、③法律

上の推定によらなくても、事実上の推定などの今後の運用に期待するこ

とができることなどの理由から否定され、製造物責任法には推定規定が

採用されなかったのである810

中国の製品品質法の立法過程で提出された草案には欠陥の推定に関す

る規定がなく、そもそも欠陥の推定について議論すらされなかったよう

である820その原因としては、繰り返し述べたように、製品品質法はもっ

ぱら欠陥の証明が容易な粗悪製品対策として立法が進められたことと、

当事者の証明責任を重視しない職権探知主義の民事裁判制度がとられた

ことが考えられる。ところが、もともと一般不法行為責任と区別される

製造物責任制度が必要であるのは、欠陥および製造者の悪意が明らかな

粗悪製品被害の救済ではなく、製造者の悪意または欠陥の証明が困難な

製品被害の救済にある。現在中国で進められている民事裁判方式の改革

により、当事者により厳しい証明責任が求められると、多くの場合、製

品の欠陥を証明することは被害者が損害賠償を請求する際に障害になる

おそれがあり、欠陥製品被害者の救済のために欠陥の証明責任の軽減策
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を講じることが求められる。

前記のように、日本では欠陥の推定規定の採否が立法における大きな

争点となって、賛否両論に分かれていたが、日本における議論は、中国

における欠陥の推定規定の導入を考えるうえで参考になると思われる。

製造物の欠陥を証明するのに必要な証拠が製造者側に偏在しているこ

とは中国でも同じである。そして、中国の民事訴訟法には証拠開示およ

び文書提出に関する具体的な制度が設けていないため、被害者が立証に

必要な証拠を得ることが難しいことも同じである O また、中国において

も証明責任の分配に関する一般原則を変更して、証明責任を転換すると

きには、法律の明文の規定によるべきであると思われるお。

中国では、民事訴訟理論と制度が発達していないうえ、裁判官の資質

も高くないため、裁判所の判断により具体的な事案において証明責任を

転換するか否かを決めようとすると、その判定に安定性がなく、当事者

の権利・利益を不当に害することが危倶される。日本で主張されている

ように、製造物責任訴訟において法律上の推定ではなく、事実上の推定

を活用することにより、被害者の欠陥の証明責任を軽減することも考え

られるが、上と同じ理由により、その運用において安定性が望めないた

め、適正に機能しないおそれがあり、中国の現状では、被害者の証明責

任を軽減するには、やはり法律に推定の規定を置いて、証明責任の転換

の条件を明確にすることが望ましいと思われる。

日本では、法律に欠陥の推定規定を設けることに反対する理由のひと

つが、一般不法行為や特別立法においてこのような先例がないことで

あったが84、中国ではすでに民法通則と特別立法に推定を認める規定が

置かれており旬、製造物責任において同様の規定を設けることは可能で

あると思われる。また、日本では、推定の前提事実が明確ではないとい

うのが反対の理由となったが、法律上の推定を認めても、具体的な事案

においては、前提事実を抽象的に主張するだけでは証明とは認められず、

前提事実を具体的に証明することを求めることにより、推定を公正に、

客観的に行なうことが可能であると思われる。

以上のような理由により、筆者には、中国の製造物責任法に、かって
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日本の製造物責任法の試案などで提案されたような欠陥の推定規定を設

けることが望ましいと思われる“。

2 事実上の推定

事実上の推定とは、要件事実を直接証明することが困難な場合におい

て、経験則上要件事実を推認させるような間接事実を証明することによ

り、その要件事実が証明されたものと推定しようとする法理論である870

事実上の推定は、法律上の推定のように証明責任を転換させるものでは

ないが、製造物の欠陥を直接証明できる事実(要件事実)を証明するこ

とが困難な場合に、より証明が容易な他の事実(間接事実)を証明し、

経験則を生かして欠陥を認定することができるから、法律上の推定が認

められない場合において、被害者の欠陥についての証明責任を軽減する

有効な手段として活用が期待される。

法律上、欠陥についての推定が定められていない中国の現状では、被

害者の証明責任を軽減する方策として事実上の推定を活用することが重

要であるが、一部の裁判所で事実上の推定により欠陥を認定する事例が

見られるものの鉛、裁判実務上において、欠陥についての事実上の推定

が一般的に活用されているかは不明で、ある。

事実上の推定においては、如何なる事実を証明すれば欠陥の存在を推

定できるかが重要である。しかし、中国では、そもそも欠陥の推定につ

いての議論があまりなく、推定の前提事実について真正面から具体的に

論じるものは管見の限り見当たらない。実際の製品事故においては、製

品の種類、特性、事故の態様、被害の内容など個々の事案により、証明

すべき事実が決まることとなるが、間接事実といっても、それをあまり

具体的に要求すると、証拠が製造者側に偏在するか、あるいは事実の内

容が科学技術的に高度かっ複雑である場合には、被害者としては、直接

事実同様に証明ができないこともありうるから、一般の消費者が証明で

きる程度の事実をもって間接事実として捉えるべきであると思われる。

具体的にいうと、①製造物を適正(合理的)に使用したのに「損害Jが

生じたこと、②その「損害jが製造物を適正(合理的)に使用した場合
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には、通常生じうべき性質の損害ではないこと、というこつの事実をもっ

て、欠陥の存在を推認する間接事実として捉えることが妥当であると思

われる89。これは、日本の製造物責任立法提案で、法律上の推定を行な

う前提事実として提示されたのと同じであるが仰、これを事実上の推定

の前提事実とすることにより、法律上の推定規定を設けるのと同じよう

に被害者の証明責任を軽減することができると思われる910法律上の推

定も、前提事実によって要件事実が推認されるという経験則に基づいて

いる点においては、事実上の推定と大きく異なるものではないから、法

律上の推定の前提事実を事実上の推定の前提事実として捉えても、不適

切ではないと思われる920

第3節欠陥の存在時期の推定

製道物の製造者に製造物責任を負わせるには、損害を生じさせた欠陥

が、製造者がその製造物を流通に投入する時点ですでに存在していなけ

ればならない。したがって、原則として欠陥製品の被害者は、当該製造

物の欠陥は製造物が流通に投入される時点ですでに存在していた欠陥で、

あることを証明しなければならない。

ところが、被害者にとっては、事故発生時の製品が欠陥製品であるこ

とを証明するのも困難であるから、法律上の推定あるいは事実上の推定

によりその証明責任を軽減することが求められるのである O それなのに

被害者に、製造物の欠陥がその製造物が流通に投入される時点ですでに

存在していたことの証明責任まで負わせるのは、実に酷である O 被害者

にとっては、事故時の欠陥を証明することは(容易ではないが)可能で

あっても、その欠陥が流通に投入される時点で存在していたことを証明

するのは極めて困難であり、被害者に欠陥の存在時期についての証明責

任を負わせるのは妥当ではないといわざるを得ない。

日本では、製造物責任法の立法前に提出された主な試案・提案は、い

ずれも製造物の欠陥の存在時期に関する推定規定を設け、原告は、事故

時に製造物に欠陥があったことを証明すれば足り、その欠陥が当該製造
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物が流通に置かれた時点ですでに存在したことについては証明責任を負

わず、製造物が相当な使用期間内にある限り、その欠陥は、製造物が流

通に置かれた時点において存在したものと推定され、被告が当該欠陥は、

製造物が流通に置かれる時点では存在していなかったことを証明しなけ

れば、責任を免れないとしていた930 日本の製造物責任法は、このよう

な推定規定を設けておらず、原則として、原告は事故時の欠陥だけでは

なく、事故時の欠陥は製造物が流通に置かれる時点ですでに存在してい

たことまで証明しなければならない。ただし、実務上では、事実上の推

定を利用して、事故時の欠陥の存在から製造物が流通に投入される時点

での欠陥の存在を認定する事例も見られる940

中国の製品品質法は、製造者は、「製品を流通に投入したときには、

損害を引き起こした欠陥がまだ存在していなかったことjを証明すると

免責されるとする (41条2項2号)。この規定については、製造物が流

通に置かれた時点における欠陥の存在についての証明責任を原告から被

告に転換させる、欠陥の存在時期に関する推定規定であるとする見解が

あるが95、欠陥の存在時期に関する証明責任を転換させる推定規定では

なく、単なる製造物の流通過程における第三者により生じた欠陥につい

ての製造者の責任を免除する旨の規定であるとする見解もある96。しか

し、筆者には、製品品質法のこの規定は欠陥の存在時期に関する推定規

定であると解するのが妥当であると思われる O

製品品質法のこの規定は、 EC指令に倣ったものであるが、 EC指令7

条b号は、製造者は、「損害を生じさせた欠陥は、諸事情を考慮すれば、

その製造物が製造者によって流通に置かれた時には存在しなかったかま

たはその後に生じた蓋然性があること」を証明すれば免責されるとする。

この規定について、 EC指令の立法担当者は、事故時の製品の欠陥は、

製品が流通に置かれた時点ですでに存在しているものと推定する規定で

あると説明している970

上記のEC指令の規定を置き換えたドイツの製造物責任法l条2項2

号は、製造者は、「諸状況から、製造者が製造物を流通に置いた時点で

は、まだ製造物には欠陥がなかったこと、またはこの欠陥が後になって
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生じた蓋然性が高いことjを証明した場合には免責されるとするが、ド

イツでは、 EC指令と同じように欠陥の存在時期に関する推定規定であ

るとするのが通説である98。このように欠陥の存在時期の証明責任を転

換する理由は、製造者が品質管理の機会や記録をする機会を有している

から、製造者が、製造物を流通に置いたときには欠陥がなかったことを

証明するほうが、被害者が反対事実(欠陥の存在)を証明するより容易

であるからだとする99。

また、日本でも、 1990年私法学会報告者グループがEC指令を踏襲し

て、「損害を生じさせた欠陥は、諸事情を考慮すれば製造物が流通に置

かれた時には存在しなかったか又はその後に生じた蓋然性があることJ

を製造者の免責事由とするが、これは欠陥の存在時期の推定規定である

と説明される100。同じく EC指令を踏襲している中国の製品品質法の規

定については、上記のような解釈をするのが論理的であると思われる。

上記の製品品質法の規定は欠陥の存在時期についての証明責任を転換

する規定ではないとする見解は、 EC指令7条b号についての加賀山教

授の解釈をその根拠とするが、加賀山教授は次のような解釈をする。す

なわち、 ECにはコモン・ロー固と大陸法国があり、証明責任における

証明の程度は、前者では、証拠優越の原則に従い、優越的蓋然性でよい

とされているのに対して、後者では、疑いの余地のないほどの高度な蓋

然性が要求されており、優越的な証拠では足りないとされている O した

がって、 EC指令7条b号により、製造者が、製造物が流通に置かれた

時点では「欠陥が存在していなかった蓋然性が高いことJを証明すると

いうのは、前者では、製造者に、流通時には欠陥が存在していなかった

ことの証明責任を負わせるのと同義となるが、後者では、製造者に証明

責任を負わせるのではなく、流通時に欠陥が存在することの証明責任を

負うのはあくまでも被害者の方であり、製造者が「流通時に欠陥が存在

していない蓋然性jを証明さえすれば、被害者は証明に失敗したことに

なり、製造者は免責されることになる1010

確かに、 EC指令の規定が欠陥の存在時期についての証明責任を転換

させる規定であるか否かについて、フランスやドイツではその解釈が分
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かれているようであるlO20 しかし、前記のように EC指令の立法趣旨が

欠陥の存在時期についての証明責任の転換にあることは、 EC指令の立

法担当者の解釈により明らかであり、通説も同じような解釈を取ってい

る103。また、このような証明責任の転換は、欠陥の証明において製造者

の方が消費者の方より有利な地位にあるから政策的にも妥当であり、製

品品質法の規定は、証明責任を転換させる推定の規定と解するのが合理

的であると思われる。

なお、 EC指令について解釈上問題になっているのは、「欠陥が存在し

ていなかった蓋然性があること」という規定であるが、製品品質法は、

「欠陥が存在していなかったことJだけを免責事由としているので、そ

もそも EC指令の場合のような問題が生じる余地がない。

第4節欠陥の証明度の軽減

1 欠陥の証明度

証明度とは、ある事件において証明の対象となる事実(要件事実)の

存在を肯定するために最低限必要とされる証明の程度をいう 1040

すでに述べたように、中国では長い問、民事訴訟において職権探知主

義をとり、当事者が証明責任を負うとしながら、一方では、裁判所にも

職権により証拠を調査、収集して、事件の真相を究明することが求めら

れたため、当事者の証明責任が暖味にされ、要件事実についての当事者

の証明責任をどの程度にまで要求するかについて真正面から論じられな

かった。しかし、現在進められている民事裁判方式の改革により、当事

者の証明責任が強化されると、当事者にどの程度の証明を求めるかは明

確にしなければならない問題となる。

中国では、要件事実についての証明度は、当事者の証明責任の内容と

してではなく、裁判所の責務の問題として論じられてきたため、裁判所

の責務としての事実の証明程度に関する議論がこの問題を検討する手が

かりとなりうる。

長い間中国では、訴訟上の事実の証明について民事訴訟と刑事訴訟を
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区別せず、民事訴訟においても刑事訴訟と同じ程度の証明が必要である

とされてきた1050訴訟における裁判所の任務は、事件の客観的な真実を

解明することであり、事件についての裁判官の認識は客観的事実と一致

しなければならないといわれた106。このような認識を定式化したのが、

旧民事訴訟法56条である。 56条は、「当事者は自ら提出した主張につい

て証拠を提供する責任を負う。人民法院は法定の手続に従って、証拠を

全面的、客観的に収集し調査しなければならないjと規定する。この規

定により、裁判所は、当事者が提供した証拠では事実の真偽の判断がで

きない場合には、「客観的真実Jを解明するため、当事者が提供ないし

主張しなかった証拠も収集し調査することが求められたのである1070

しかし、近年は、外国の民事訴訟理論を参考に、刑事訴訟と民事訴訟

とを区別して、民事訴訟における証明の程度は刑事訴訟より低い程度の

証明(蓋然性の証明ないし優越的蓋然性の証明)で足りるとする見解が

有力に主張されている1080

日本では、民事裁判における証明度と刑事裁判における証明度とは異

なり、前者の方が後者より低いとされ109、民事裁判における証明度は、

一点の疑いも入れない科学的証明を要するのではなく、高度の蓋然性で

足りるとする 110。日本の最高裁判所は、医療過誤における因果関係の証

明が問題となった事件の判決(最判昭50・10・24民集29巻9号1417頁)

において、「一般的に訴訟上の因果関係の立証は、一点の疑義も許され

ない自然科学的証明ではなく、経験則に照らして全証拠を総合検討し、

特定の事実が特定の結果発生を招来した関係を是認し得る高度の蓋然性

を証明することであり、その判定は、通常人が疑いを差し挟まない程度

に真実性の確信を持ちうるものであることを必要とし、かつ、それで足

りるものであるjと判示しているが、一般に、この判示は民事裁判にお

ける証明度一般を述べているものと理解されている1110 中国の学者が主

張する「蓋然性の証明Jの考え方は、日本の民事裁判における証明度と

同じ考え方を示しているものと理解できると思われる1120

中国では、製造物責任訴訟における欠陥の証明程度について言及した

論著は見当たらないが、筆者は、製造物責任においては、一般民事裁判

北法55(2・437)871



論説

と同じように高度の蓋然性の証明を原則としながら、事案によって、被

害者が欠陥を証明するのが困難な場合には、その証明度を軽減すること

も考慮するべきであると考える。もともと民事裁判における証明度は、

民事裁判の対象となる権利の性質と対立する両当事者の公平という観点

から決められるものであるから、「高度の蓋然性jという一般的証明度

が、当該事案の特性から見て、不相当であるということになれば、その

証明度を具体的な事案の特質に応じて変容させることは、決して不合理

なこととはいえないからである113。また、実際には、立証の公平という

考えの下で、法律上の推定だけではなく、明文の規定がない場合でも事

実上の推定が認められるなど、立証負担の軽減のための制度があるから、

同じ趣旨から、法律に明文の根拠がなくても、製造物責任事案の特質(証

拠の偏在などによる被害者の立証困難)に鑑み、そうした事案で要求さ

れる法政策的配慮をも念頭に置いた上で、当事者間の公平を図るという

観点から、正当と評価できる限りにおいて、証明度の引下げを認めるこ

とができると思われる1140

2 欠陥の特定の程度

欠陥の証明においては、欠陥の特定の程度、すなわち、製造物のどの

部位・部品にどのような欠陥があったかを明らかにすることが必要で、あ

るかが一つの重要な問題となる。

日本においては、製造物責任法制定の検討の段階から、欠陥の特定の

問題が理論的にも実務的にも大きな問題であるとして、一方では、これ

を損害賠償を求める被害者が個々の製品の部位、事故発生のメカニズ‘ム

に至るまで特定する必要があり、さらにはその特定を必要とすることを

法律上も明記する必要がある旨の見解が提唱されたり、他方では、被害

者がそのような特定をすることは製造物責任による被害者の救済を否定

することにつながるとの見解が表明されたりした1150製造物責任法の立

法過程では、前者が多数意見であり、後者は少数意見であったが116、立

法後の議論においては、欠陥を抽象的に解し、具体的な欠陥部位の主張・

証明は不要とする意見が有力になっている1170
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前述のように、中国では欠陥の証明責任の所在についても立法上およ

び解釈上明確になっておらず、したがって、欠陥の特定程度の問題につ

いてまで具体的に論じる論著は見当たらない。ただし、製品品質法の立

法関係者は、被害者の証明責任について、「被害者は、製品に欠陥があ

ることと損害事実および欠陥と損害との因果関係を証明すれば足り」、

「欠陥の原因を証明する必要はない」と説明しているが118、このような

考え方は、「欠陥jと「欠陥の原因jとを区別して、被害者に対して欠

陥の部位(欠陥の原因)まで特定することを要求しない旨であると解す

ることができると思われる。

欠陥について、日本の製造物責任法は、「当該製造物が通常有すべき

安全性を欠いていること」としており、中国の製品品質法は、「人身・

財産に危害を及ぼす不合理な危険」としているが、欠陥という要件は、

規範的法律要件要素であって、具体的な事件に照らして判断されるべき

不特定概念である。したがって、欠陥(安全性の欠如)を明らかにする

事実ができるだけ具体的に主張されることが原則として必要である。し

かし、このことは欠陥が製造物のどの個所に存在し、それがどのような

原因により、どのようなメカニズムによって生じたかを、原告が主張・

立証すべきことまでも意味するものではない119。製品がどのような部品

を使用して、どのような仕組みになっており、それがどのような技術的・

科学的性質・性能を有するかについては、一般消費者としては知りえな

いのが通常であり、欠陥の部位・部品の特定を求めることは著しく困難

であるのみならず、製品を構成する部品のどこかに欠陥があっても製造

者としてはその製品を製造した以上、その欠陥について損害賠償責任を

負わざるをえないから、被害者にそのような部品・部位の特定まで要求

することは不合理であるといえる 120。そして、欠陥の部位・部品まで特

定する必要があるのは、被害者が部品・原材料の製造者に対して製造物

責任を追及する場合と(被害者の証明責任とは別の問題であるが)完成

品の製造者が部品・原材料の製造者に対して求償穣を行使する場合など

に限られるだろう。

また、欠陥部位の特定の問題について、物理的自然的「欠陥j概念と
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規範的法的「欠陥」概念とを区別して、欠陥部位の特定を必要とするの

は前者の意味での欠陥の判断においてであり、後者の意味での欠陥の判

断においては、必ずしも特定の必要はないという考え方もある。すなわ

ち、従来の過失責任の下では、製造物のどの部位にどのような物理的自

然的欠陥があったかを確定しないことには、それが注意すれば予見可能

であり、回避可能であったかの判断をすることができないから、欠陥の

部位を特定する必要があった。しかし、無過失責任の製造物責任のもと

では、物理的自然的欠陥の特定を法律の要件とすることなく、「当該製

造物が通常有すべき安全性を欠いているJということを欠陥の判断要件

としている。したがって、物理的原因を特定するに越したことはないが、

ケースによってはそれ以外の何らかの事情を主張・立証して、法律要件

である「安全性の欠如jの心証を裁判官に抱かしめれば十分であり、欠

陥の具体的な部位まで特定する必要はないのである1210

上記のような、日本における欠陥の特定の程度についての考え方は、

中国において被害者の証明責任の軽減を検討するうえで参考にするべき

であると思われる。中国では、欠陥製品被害者の証明責任を軽減するた

め、被害者は欠陥についての証明責任を負わず、製造物により被害を受

けたことを証明すれば足り、製造者が欠陥の不存在を証明しなければな

らないとする見解がよく見られるが122、筆者には、証明責任の軽減のた

めには前記のような欠陥の推定、証明度の引き下げ、欠陥の特定の程度

などにより図るべきであって、原告の欠陥の証明責任を完全に不要とす

るのは、製造者と消費者との関係においての公正さを欠くもので妥当で

はないと思われる。

終章 中国製造物責任法への提言

中国の製品品質法が民法通則の不備を見直して、製造物責任の諸問題

についてより具体的に定め、製造物責任における無過失責任原則を確立

した意義は十分に評価するべきである。しかし、すでに検討したように

製品品質法には様々な問題も存在している。
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中国の製造物責任法に存在する諸問題は、立法当時の社会的事情およ

び学説の状況では、ある意味では不可避なことでもあったといえる。ま

た、中国では、一般国民に法律の知識が欠如していただけではなく、法

律の専門家であるべき裁判官や弁護士などの資質も全体的に高くなかっ

たため123、裁判実務においては、法律の条文を直接「引用jするだけで、

責任の理論構成などが争われることはあまりなく、判決も責任の要件や

理論構成を明示することはほとんどなかった1240 したがって、製造物責

任法が制定されても、製造物責任を他の責任法理と区別する意識はあま

りなく、製造物責任法の厳格な解釈と適用が求められず、法律に存在す

る諸問題も実務においては現実的な問題として認識されなかったと思わ

れる。

ところが、製品品質法が制定されてからの中国の事情には大きな変化

が起きており、製造物責任法の適用環境も変わりつつある。まず、中国

では、法制健全化を目指して法整備を進めると同時に、 1985年から「全

民普法J(全国民に法律の知識を普及させる) 5ヶ年計画(現在は四回

目の5ヶ年計画を遂行中)を実施するなど、法律知識の普及に努めて、

国民の法律により権利を守る意識が高くなってきた。次に、国家司法試

験制度の創設などで、裁判官と弁護士の資質の向上が予期できる。中国

では長い間、法律の専門教育を受けていない者でも裁判官になれるよう

になっていたが125、1995年には「法官法J(裁判官法)が、 1996年には

「律師法J(弁護士法)が制定され、 2002年からは国家司法試験が実施

されることとなり 126、裁判官と弁護士資格により厳しい基準が設けられ

るようになった。さらに、民事裁判方式の改革により当事者の証明責任

が強化され証明責任の負担が大きくなり、責任の法的性格(過失責任と

無過失責任)の違いによる証明責任の負担の差は当事者にとって現実的

な問題となっている。これらの変化により、製造物責任訴訟において、

製造物責任を一般不法行為責任と区別して適用することが求められ、ま

た、それが可能になると考えられる。そして、 WTOへの加盟により、

経済の国際化がさらに進み、欠陥製品による被害に対する責任追及の

ルールも各国同一であることが求められ、製造物責任においても諸外国
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の製造物責任制度の合理的な部分を取り入れて、より合理的な立法と厳

格な解釈をすることが求められると思われる。

中国では現在民法典の制定作業が進められており、製造物責任は民法

典の不法行為編に定められる見通しである 127。しかし、すでに公表され

た民法典草案と試案において、製造物責任に関する規定は製品品質法と

比べて一部変わってはいるものの、基本的には製品品質法の規定を維持

しており、現行法律の問題点をそのまま抱えているといえる。

そこで、筆者は、本稿における検討に基づいて、民法典編纂における

製造物責任規定について、以下のような提言をし、本稿の結語に代えた

い。なお、これら提言の具体的な理由についてはすでに本文において言

及しているため、ここでは賛言せず、本文の関係箇所を参照されたい。

まず、中国の製造物責任法は、日本など諸外国で一般的である「単独

立法jではなく、製品品質法という行政法規範と民事法規範が混在する

「混合法Jの一部分として定められたことにより、その解釈と適用に矛

盾と混乱が生じている。また、製品品質法に民法通則の製造物責任規定

と異なる規定をしながら、民法通則の規定と製品品質法との関係を明確

にしなかったため、責任主体についての民法通則と製品品質法の異なる

規定が共に存在することとなり、製造者と販売者の責任を区別する製品

品質法の立法趣旨が暖昧になってしまった。すでに公表された民法典草

案は、民法典に製造物責任を規定しながら、製品品質法の規定は維持す

るとしているが、民法通則と製品品質法の関係のような矛盾が生じるこ

とを避け、製品品質法の「混合法」の「欠点Jを無くすために、民法典

に製造物責任を定めると同時に、製品品質法における製造物責任規定を

廃止するべきであると考える。

次に、製品品質法は、欠陥製造物の製造者と販売者の責任について、

無過失責任だけではなく不法行為責任ないし契約責任も一緒に定めて、

異なる責任法理の規定が混在することにより、製造物責任の無過失責任

としての性格が暖昧になり、製造物責任の特別規定を設ける意義が大き

く減殺されてしまった。製造物責任法の制定は、他の責任法理による損

害賠償請求権を排除するものではない。製造物の欠陥により被害を受け

北法55(2・432)866



中国製造物責任法における無過失責任の受容と変容(3・完)

た者は、製造者などに対して製造物責任に基づいて損害賠償を請求する

こともできるし、一般不法行為責任により損害賠償を請求することもで

きるはずである。しかし、不法行為責任を追及する場合には、民法の不

法行為責任の一般規定(現在は民法通則106条)によれば足り、製造物

責任法に明記する必要がないと思われる。製造物責任と他の責任法理(と

りわけ一般不法行為責任)との関係を明確にするために、民法典におい

ては製造物責任と一般不法行為責任を厳格に区別して、製造物責任に特

有な問題だけを定め、その他は民法の一般規定によることを明言するこ

とが望ましいと考える。

そして、製造者と販売者の被害者に対する「先行賠償責任Jを定める

製品品質法43条の規定は、被害者の損害賠償請求権の性格と製造者と販

売者の賠償責任の性格を明示しておらず、製造物責任の立法趣旨および

同法の他の規定 (42条の販売者の過失責任、 41条の免責事由など)と矛

盾する解釈を生じさせている。民法典草案は製品品質法43条と同じ規定

を設けているが、 43条がなくても、 41条により製造者に対して無過失責

任を追及でき、 42条2項により販売者に対して補充的無過失責任を追及

できること、民法通則の不法行為責任の一般規定(106条2項)により

過失責任を追及できるのは当然のことであり、 43条はその存在の意義が

ないだけではなく、誤解を生じさせているため、民法典には43条のよう

な規定を置くべきではないと考える。

また、製造物責任法の適用範囲について、製品品質法には製造者の定

義規定がなく、部品・原材料製造者が責任主体に含まれるか否か、表示

製造者の取り扱いなどが問題となるが、民法典草案は製品品質法と同じ

ように定義規定を設けていない。製造物責任法の適用範囲を明確にする

ためには、製造者、製造物の定義規定を設けることが望ましい。中国で

は、部品・原材料製造者を責任主体から除外する見解が有力であるが128、

その理由は妥当とは思われず、 EC指令や日本の製造物責任法のように

部品・原材料製造者の製造物責任を認め、また、その免責事由による抗

弁を認めるべきであると思われる。表示製造者については、 EC指令よ

りその範囲を広く捉える日本の製造物責任法に倣ったほうが被害者の救
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済に有利であるといえる。そして、不動産とすべての自然産物を製造物

責任の適用対象から排除する根拠が不明確で、、製造物には、不動産と自

然産物も含まれるものとするのが望ましいと考える。「販売に供される

ことjを製造物の要件とするのは、論理的ではなく、製造物の定義から

削除し、 EC指令のように製造物を流通に置かなかった(販売に供しな

かった)ことは製造者の免責事由として定めたほうが望ましいと思われ

る。

製品品質法は、民法通則の「品質不合格Jという表現に替わって、「欠

陥」を製造物責任の要件と明記している。しかし、当時、製造物責任法

は主に製造者などの悪意(故意または過失)が明らかで、欠陥の証明も

容易な粗悪製品被害の対策として議論され、立法化されたため、欠陥の

定義規定はあまり簡単で厳密さにもかけ、欠陥の判断基準・判断要素お

よび欠陥の証明責任の軽減策などをも定めていない。民法典草案は欠陥

の定義について、製品品質法の規定をそのまま採用するとしているが、

欠陥の存否と安全基準への適合不適合は必ず、しも一致するものではなく、

欠陥の定義には、「安全基準Jによる欠陥の判断を明記するべきではな

い。欠陥の判断については、人(消費者)が正当に期待できる安全性を

欠くことを欠陥と定義し、解釈においては、消費者期待基準を基本とし

つつ、危険効用基準における要素も考慮することとするべきであると考

える。そして、被害者の欠陥についての証明責任を軽減するため、欠陥

の存在に関する推定規定を設け、さらに、「製品を流通に投入するとき

には欠陥がなかったこと」を製造者の免責事由と定め、欠陥の存在時期

に関する証明責任を被告に転換させるべきであると考える。また、消費

者の保護という製造物責任法本来の趣旨を徹底するために、開発危険の

抗弁を採用せず、開発危険をも有責とすることが望ましいと考える。

注

l好美清光 fEC指令と製造物責任」判例タイムズ673号32頁。

2ただし、「営利目的」の要件は不要と考えている。詳細は本誌54巻5号440頁

の拙稿を参照。

3本誌54巻5号437頁の拙稿を参照。

北j去55(2・430)864



中国製造物責任法における無過失責任の受容と変容(3・完)

4国家技術監督局が作成した諸草案にはこの抗弁の規定はなかったが、国務院'

が国家技術監督局が作成した草案を修正して、全国人民代表大会常務委員会に

提出した「中華人民共和国産品質量法(草案)J(1992年10月)にこの抗弁の規

定が置かれた。この草案46条には、製品品質法が定める三つの免責事由のほか、

「製品を国の法律、法規の定める強制的な基準に合致させたため欠陥が生じた

ことjおよび「構成部品の欠陥は、当該部品を組み入れた製品の設計あるいは、

当該部品を組み入れた製品の製造者の責任により生じたことjをも免責事由と

して定めていた。

5全国人大常委会法制工作委員会経済法室=国家技術監督局政策法規司編『産

品質量法実用指南~ (中国民主法制出版社、 1993年)105頁。

6 升田純『詳解製造物責任法~ (商事法務研究会、 1997年)979頁。

7 経済企画庁国民生活局消費者行政第一課編『逐条解説製造物責任法~ (商事

法務研究会、 1994年)104頁。

8中国国家賠償法は、その3条、 4条において国が賠償責任を負う具体的な行

政行為を定めてしているO 行政規則・規制を制定するなどの「抽象的な行為j

により生じた損害に対して国が損害賠償責任を負うか否かについては、意見が

分かれているが、多数説は、国の責任を否定する。全国人大常委会法制工作委

員会民法室編著『中華人民共和国国家賠償法釈義j(法律出版社、 1994年)23 

頁、房紹坤=丁楽超=苗生明『国家賠償法原理輿実務~ (北京大学出版社、

1998年) 123頁、張歩j共=王万華編『国家賠償法例解輿適用~ (人民法院出版社、

1997年)122頁。

9管見の限り、製品品質法の制定前に公刊された文献の中には、中国の製造物

立法において、開発危険の抗弁を採用するべきか否かについて論じるものは見

当たらなかった。また、筆者が、製品品質法の起草機関である国家技術監督局

から入手した、当時内部資料として刊行された、製品品質法の起草過程に関す

る『立法情況反映』および各草案、草案の起草説明などにも、開発危険の抗弁

に採否に関する内容はなかった。

10本誌54巻5号454頁の拙稿を参照。

11 長谷川貞之「開発危険の抗弁と製造物責任の特質」駿河台法学第9巻l号

16頁、中村弘『製造物責任の基礎的研究j(同文館、 1995年)120頁以下参照。

1974年8月の第一次予備草案は、開発危険の抗弁について言及していなかった

が、 1975年7月の第2次予備草案と1976年10月の議会提出指針案は開発危険の

抗弁を認めていなかった。その後、 1979年4月のEC議会承認指針案は、一転

して開発危険の抗弁を認めていたが、 1979年9月のEC委員会指針最終案は、

また、開発危険の抗弁を認めていなかった。

12 EC指令15条1項 (bJ号。
13 日本における立法提案の中で、開発危険の抗弁の採用を主張するものとし
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ては、加藤雅信教授の PL立法研究会の立法提案 (PL立法研究会「立法提案・

製造物責任JNBL 527号23頁)と平野裕之教授の提案(平野裕之『製造物責任
の理論と法解釈.1 (信山社、 1990年)471頁)などがある。

J4産業構造審議会総合製品安全部会「事故防止及び被害救済のための総合的

な製品安全対策のあり方についてJ(1993年11月10日)、法制審議会民法部会財
産法小委員会報告「製造物責任制度についてJ(1993年12月7日)。なお、国民
生活審議会消費者政策部会の中間報告「総合的な消費者被害防止・救済の在り

方についてJ(1992年10月)は、開発危険の抗弁の採否両論を紹介するにとど
まっていたのに対して、 1993年12月10日の最終報告「製造物責任制度を中心と

した総合的な消費者被害防止・救済の在り方について」は、開発危険の抗弁の

採用を支持する立場をとっている。

J5朝見行弘「責任基準(1)欠陥J50頁。クリステイアン・ラルメ「フラン
ス製造物責任法における開発危険の概念」立教法学55号215頁。

16 EU加盟国の中では、フィンランドとルクセンブルグが開発危険の抗弁を採

用していない。 EU非加盟国のヨーロッパ諸国では、ノルウェーとロシアが開

発危険の抗弁を採用していない(小林秀之編『新製造物責任法大系I[海外編J.I
(弘文堂、 1998年)354頁参照)。

17スペイン「欠陥のある製品によって発生した損害に関する私法的責任に関

する法律22/1994号J6条1項巴(小林秀之・前掲‘注16)520頁参照)。
18小林秀之・前掲注16)433頁。

19小林秀之・前掲注16)436頁。

20日本弁護士連合会編『日弁連研修叢書・現代法律実務の諸問題〔平成4年

版J(上)j所収、好美清光「製造物責任法の問題点J118頁。
2J国家技術監督局政策法規司編『中華人民共和国産品質量法講座.1 (世界図書

出版公司、 1993年)155頁。

22小林秀之編・前掲注目)329頁。

23 ECと日本では、製造物責任法の制定後開発危険に関する事例はまだ報告さ

れていない。 EC指令採択後1999年までのヨーロッパの状況については、加藤

雅信「製造物責任問題の国際的動向ーアメリカ・ヨーロッパを中心に一」別冊

NBL53号193頁参照。

24製造物責任法が制定される前の日本において、製造物責任に関する裁判例

の中で、製造物の危険性に関する製造者の予見可能性が争われているのは、医

薬品に関する事例に限られているが、これらの裁判例においては、いずれも予

見可能性が認められており、開発危険の抗弁が問題となるのは、事実上、医薬

品や化学物質などに限定されるものと考えられるから、開発危険の抗弁を認め

ると、従来の裁判例より被害者保護の程度を後退させることになるとの批判が

あった(朝見行弘「欠陥j別冊NBL24号40頁)。
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25朝見行弘・前掲注24)40頁。

26好美清光「製造物責任立法への提案JNBL458号57頁。 1990年の日本私法学
会における報告者グループの提案は、このような考えから、開発危険の抗弁を

認めない立場をとっていた。このような考え方は中国の場合にも妥当であると

思われる。

27朝見行弘「欧米とわが国の製造物責任法の比較J法学セミナー478号40頁。
28好美清光・前掲注1)35頁。

29山本庸幸『注釈製造物責任法.J(ぎょうせい、 1994年)92頁。山本氏は、内

閣法制局参事官として製造物責任法案の審査を担当していた。

30好美清光「製造物責任法の構造と特質」判例タイムズ862号15頁。法務省民

事局の参事官として、製造物責任法の審議、立法に関わった升田純氏は、「開

発危険の抗弁において判断基準になる(科学又は技術に関する)知見は、その

詳細が科学的に異論なく証明される程度に確立したものであることは必要では

ないが、知識、経験、実験などによって裏付けられ、特定の科学技術の分野に

おいて認知される程度に確立したものであることは必要である」とし、また、

「そのような知見が、特定の分野で定説となったり、通説となったりしている

ことまでは必要ではないjとする(升田純・前掲注6)898頁)。

31李効民『最新産品質量責任質量聾監督法律指南.J(中国計量出版社、1998年)

所収、国家技術監督局「中華人民共和国産品質量法条文解釈J950頁、国家技
術監督局政策法規宣伝教育司編『最新産品質量法実用知識問答.J(中国計量出

版社、 2000年)193頁。

32劉静『産品責任論.J(中国政法大学出版社、 2000年)186頁。

33秦稔「努議我国産品責任的帰責原則及抗弁事由J上海法学研究1998年5号
23頁。

34長谷川成海「アメリカ製造物責任法における『技術水準』の概念」早稲田

法学66巻2号113頁。

35玉利明編『民法・侵権行為法.J(中国人民大学出版社、 1993年)435頁。

羽好美清光・前掲注30)16頁。

37好美清光・前掲注30)16頁。

お吉村良一『不法行為法〔第2版).J(有斐閣、 2000年)61頁。

39我妻栄『事務管理・不当利得・不法行為.J(日本評論社、 1940年)103頁、

加藤一郎『不法行為(増補版)j(有斐閣、 1974年)64頁。

40吉村良一・前掲注38)61頁。

41四宮和夫『事務管理・不当利得・不法行為j(青林書院、 1983年)304頁、

前田達明『不法行為.J (青林書院、 1980年)35頁、平井宜雄『債権各論H不法

行為.J(弘文堂、 1992年)27頁。ただし、過失を行為者の心理状態として捉え

る見解と注意義務違反として捉える見解とは必ずしも対立的に捉える必要はな
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い。すなわち、意思の緊張の欠如という心理状態も、それが帰寅の根拠となる

のは、そのような心理状態のまま漫然と行為したからであり、そこでは、他人

に損害を加えないように注意深く行動せよという一種の注意義務違反が問題と

なっており、その意味で、過失の本質は注意義務違反である。一方、過失を注

意義務違反とする場合でも、注意しておけば(危険防止)義務を守れたはずだ

という意味では、心理状態における慎重さの欠如という側面は完全にはなくな

らないのである(吉村良一・前掲注38)62頁)。

42経済企画庁国民生活局消費者行政第一課編『製造物責任の論点j(商事法務

研究会、 1991年)所収、森島昭夫「欠陥J25頁。

43升田純「詳論・製造物責任法 (2)JNBL 550号12頁。

44四宮和夫・前掲注41)336頁。

45升田純・前掲注6)22頁。

46例えば、一連のスモン訴訟判決では、製薬会社の予見義務の内容として、

新薬発売以前にその時点における最高の技術水準をもってする試験管内の実験、

動物実験、臨床試験などを行うことを要求したり(東京地判昭53・8・3判例

タイムズ365号99頁)、あるいは、開発過程において内外の文献を渉猟し、かっ

各種試験を行い、医薬品の安全確保のために考える限りの方法をとることを要

求している(福岡地判昭53・11・14判例タイムズ376号58頁)。

47内田貴「管見『製造物責任 (4)jJ NBL497号31頁、明治大学社会科学研究

所第15団社研シンポジウム(1994年)資料『製造物責任を考える』所収、平野

裕之「製造物責任法と製造物の f欠陥jJ35頁。
48森島昭夫・前掲注42)32頁。

49朝見行弘 rr過失』と『欠陥jJ法学セミナー444号81頁、日本弁護士連合会
編『日弁連研修叢書・現代法律実務の諸問題〈平成5年版>(上)j所収、松本

恒雄「製造物責任についてJ142頁。

50通商産業省産業政策局消費経済課編『製造物責任法の解説j(通商産業調査

会、 1994年)76頁。

51升田純・前掲j主6)396頁。

52孔祥俊『民商法新問題与判解研究j(人民法院出版社、 1996年)197頁。

53貌振減=王小能「論構成民事責任条件中的過錯J中国法学1986年5号18頁、

唐徳華編『民法教程j(法律出版社、 1987年)446頁、王利明・前掲注35)156 

頁。

M 王利明=楊立新『中国法精要・中国侵権行為法j(法律出版社、 1998年)47 

頁、劉士国『現代侵権損害賠償研究j(法律出版社、 1998年)79頁、楊立新=

劉忠編『損害賠償総論.1(人民法院出版社、 1999年)155頁、貌振j巌編『民法J

(北京大学出版社・高等教育出版社、 2000年)692頁、楊立新『中国民法の理

論と実際j(成文堂、 2001年)237頁。
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55孔祥俊・前掲注52)202頁、王利明=楊立新・前掲注目)47頁、王利明編『民

法j(中国人民大学出版社、 2000年)548頁。

日森島昭夫・前掲注42)40頁。同じ旨のものとしては、内田貴「管見『製造

物責任1(3)J NBL496号22頁以下、木川統一郎編著『製造物責任法の理論と
実務j(成文堂、 1994年)所収、吉野三郎「製造物責任は無過失責任か?J 232 

頁以下。

57朝見行弘・前掲注24)39頁。同じ見解のものとしては、別冊NBL24号『製

造物責任の現状と課題.1(商事法務研究会、 1992年)所収、好美清光「補自命J

91頁、好美清光・前掲J主30)15頁。

日円谷峻「製造物責任における欠陥概念と無過失責任(中)JNBL510号31頁。

59円谷峻・前掲注目)31頁以下参照。

60李双元=蒋新苗『国際産品責任法一比較分析与実証研究J(湖南科学技術出
版社、 1999年)240頁、劉文埼『産品責任法律制度比較研究.1(法律出版社、

1997年)129頁。

61朝見行弘「過失と欠陥」法学セミナ-444号80頁0

62円谷峻・前掲注58)32頁。

63升田純「製造物責任法と実務 (2)J判例時報1513号6頁。

64アメリカ第2次不法行為法リステイトメント402A条注釈g。

65 r中華人民共和国産品質量法(草案)j (1992年10月19日)第49条。この草案
は製品品質法の起草機関である国家技術監督局が作成した草案を国務院が修正

して、立法機関である全国人民代表大会常務委員会に提出したものである。国

家技術監督局の草案には証明責任に関する規定がなかったが、国務院の草案49

条は、「被害者は、欠陥、損害及び欠陥と損害との因果関係について証明責任

を負わなければならない」と定めていた。

66全国人民代表大会法制j工作委員会経済法室=国家技術監督局政策法規司編・

前掲注5)106頁。

67全国人民代表大会法制工作委員会経済法室=国家技術監督局政策法規司編・

前掲注5)、 338頁。国家技術監督局政策法規司法規処編『中華人民共和国産品

質量法知識問答.1(化学工業出版社、 1993年)98頁、国家技術監督局政策法規

宣伝教育司編・前掲注31)186頁も同じ見解を示している。

68王家福編『中国民法学・民法債権.1(法律出版社、 1991年)560頁、楊振山

編『民商法実務研究・侵権行為巻.1(山西経済出版社、 1993年)242頁。

69秦拓「也談挙証責任倒置J政治与法律1992年6号57頁、李浩『民事挙証責

任研究j(中国政法大学出版社、 1993年)169頁。しかし、李浩教授は、最近の

著書では原告が欠陥に対する証明責任を負うとする(李浩『民事証明責任研究j

(法律出版社、 2003年)182頁)。

70 r陳梅金、林徳重量訴日本三菱汽車工業株式会社損害賠償糾紛案」中華人民共
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和国最高人民法院公報2001年2号62頁、最高人民法院民事審判第1廷『民事訴

訟証拠司法解釈的理解奥適用.1 (中国法制出版社、 2002年)48頁、畢玉謙『民

事証拠原理輿実務研究.1(人民法院出版社、 2003年)42頁。

71江偉編『民事訴訟法学原理j(中国政法大学出版社、 1999年)505頁。

72本稿の作成に当たっては、主に最高人民法院中国応用法学研究所編『人民

法院案例選.1(人民法院出版社)により裁判例を調べた。筆者が調べた裁判例

に限つては、証明責任が問題となった事例はほとんど見当たらなかったが、最

近は欠陥の証明責任が焦点となった事例が見られるようになった。たとえば、

前掲注70)の最高人民法院公報の事例である。

73木間正道・鈴木賢・高見i畢磨『現代中国法入門〔第3版H(有斐閣、 2003
年)219頁。

74 1982年法と1991年法との関係については、木間正道他・前掲注73)217頁以

下を参照。

75 r最高人民法院公報.11988年3号13頁。
76江偉=楊栄新『民事訴訟機制的変革.1 (人民法院出版社、 1998年)302頁、

斉藤明美「中国の民事裁判とその改革〔上)J国際商事法務28巻12号 (2000)

1496頁。

77江偉=楊栄新・前掲注76)306頁。

78人民法院が職権により証拠を調べる範囲を制限し、当事者の挙証責任を強

化するのが、民事裁判方式改革の重要な内容となっている。①最高人民法院「関

於民事経済審判方式改革問題的若干規定(民事経済裁判方式改革問題に関する

若干規定)J (1998年6月19日最高人民法院裁判委員会第995回会議で採択)は、

「当事者の挙証と裁判所による証拠の調査収集jの関係の見直しを改革の第一

の内容として掲げており、②最高人民法院「人民法院5年改革綱要J(1999年

10月20日)も挙証制度の改革を人民法院改革の基本内容のーっとしている O さ

らに、③最高人民法院「関於民事訴訟証拠的若干規定(民事訴訟証拠に関する

若干規定)J (2001年12月6日最高人民法院審判委員会第1201回会議で採択)は、

当事者の挙証責任と裁判所による証拠の調査収集の範囲について更に明確に規

定している。以上の文献は、①は、最高人民法院公報1998年3号89頁、(日本

語訳は、射手矢好雄「中国における民事裁判の改革」国際商事法務26巻8号

846頁以下)、②は、「中華人民共和国最高人民法院公報J1999年6号185頁以下、

③は、最高人民法院公報2002年l号23頁(日本語訳は、村上幸隆「民事証拠に

関する中国最高人民法院の規定 (5) ~ (8)J 国際商事法務31巻 3 号~6 号)

を参照。

79 r製造物責任法要絹試案J5条、 1990年私法学会における提案第5、公明党
案第8、社会党案5条、東京弁護士会案5条、日弁連案5条。ただし、 PL立

法研究会の提案は、推定規定を設けることに否定的であった。
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80産業構造審議会総合製品安全部会総合製品安全小委員会紛争解決ルール専

門委員会「紛争解決ルールに係る法的論点についてJ(1993年9月)Nの3(1) 
(通商産業省産業政策局消費経済課編・前掲注50)105頁)。

8¥ 第14次国民生活審議会消費者政策部会報告「製造物責任制度を中心とした

総合的な消費者被害防止・救済の在り方についてJ(1993年12月)第2の3(1)、
通商産業省産業政策局消費経済課編・前掲注目)169頁。

82筆者が調べた立法過程に関する資料と法律制定後の解説および製造物責任

法に関する論著に限っては、欠陥の推定について言及するものは見当たらな

かった。

83玉利明教授は、証明責任の転換は法律により明記するべきであり、裁判官

の裁量にゆだねるのは妥当ではないとする(王利明「挙証責任倒置研究(之二)J

(中国民商法律網・程序法学・学者論壇 (http://www.civiJlaw.com.cnlweizhang/

default.asp?id=14029) 2004年 1月13日による)0

M 立法上の先例がなく、不法行為法体系のバランスが取れなくなる可能性が

あるとする意見について、好美教授は、ドイツの立法者は、製造物責任法一般

では、 EC指令に従って原告に証明責任を負わせるが、遺伝子工学法や環境責

任法などの被害者にとって証明困難な分野については、推定規定を設け、さら

に、責任要件事実を証明するのに必要な限りで、被害者の情報請求権をも認め

て、被害者の救済に積極的であるのとは対照的で、製造物責任の特殊性を殊更

無視する横並びの発想であると批判する(好美清光・前掲注30)14頁)。

85例えば、「民法通則J126条、「特許法J(1984年3月制定、 1992年9月一部
改正)60条2項。

86 1990年の私法学会における報告者グループは、欠陥の推定について次のよ

うに提案したor製造物を合理的に予期される方法で使用したことによって損
害が生じた場合において、損害が生じた場合において、その損害がそのような

使用によっては通常生ずべき性質のものではないときは、その製造物に欠陥が

あったものと推定するj、「製造物は、同ーの生産過程において製造された他の

製造物が備えている安全性を備えていないときは、欠陥があるものと推定す

るJo
87塩崎勤=羽成守編『裁判実務大系〔第30巻〕製造物責任関係訴訟法j(青林

書院、 1996年)218頁。

88手に持っていたビール瓶が爆発して、けがをした事件で、裁判所は、証人

証言による事故時の状況から、被害者の誤使用などの外部の原因による爆発の

可能性を排除し、爆発の原因を特定することなく、事実上の推定によりビール

瓶の欠陥を認定して、被告の損害賠償責任を認めた(喰敏「箭易平訴藍剣集団

公司産品責任損害賠償案一自由心証輿自由裁量 j判例奥研究1996年3号34頁)

本裁判例については、洪庚明[中国製造物責任の研究 (4)J法政論集185号
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413頁参照。

89淡路剛久=伊藤高義=宇佐見大司編『森島昭夫教授還暦記念論文集・不法

行為法の現代的課題と展開j(日本評論社、 1995年)所収、朝見行弘「製造物

責任における証明問題J186頁。
ω表現こそそれぞれ若干違うが、製造物責任法研究会の「製造物責任法要綱

試案」、 1990年私法学会における報告者グループの「製造物責任立法への提案J、
1990年の社会党案、 1991年の東京弁護士会案と日弁連の案は、いずれも同じよ

うな推定の規定を提案した。

91ただし、前提事実を同じくしても、事実上の推定の場合には、相手方がそ

の間接事実を真偽不明の状態に陥れることによって、事実上の推定を覆すこと

ができるのに対して、法律上の推定の場合には、証明責任が転換され、被告が

欠陥の不存在を証明しなければならない(朝見行弘・前掲注89)185頁以下参

照)。

92朝見行弘・前掲注89)190頁。

93 r製造物責任法要綱試案J5条2項、 1990年私法学会報告者グループの提案
第8の2項、公明党案第8の2項、社会党案6条2項、東京弁護士会案5条、

日弁連案5条2項。

94松下電器テレビ発火事故製造物責任訴訟判決(大阪地判平6・3・29)。本

件判決で裁判所は、欠陥の存在時期について、本件テレビは、製造された翌月

に友人が購入して原告に贈与したものであり、原告方で「使用されてから本件

火災まで8カ月程度しか経過しておらず、 ・・・・・・その問、原告が内部構

造に手を加えたり、第三者が修理などをしたとの事実は認められないから、右

の欠陥原因は、被告が本件テレビを流通に置いた時点で既に存在していたこと

が推認される」としている(判例タイムズ842号87頁)。

95 ~ij静・前掲注32) 184頁。

96 i共庚明「中国製造物責任の研究 (4)J法政論集185号414頁。
97好美清光・前掲注1)32、33頁(好美教授のこの論文は、主に EC指令の起

草担当責任者であるタシュナ氏の解説を参考にしたものである)、同・前掲注

30) 4頁。

拘束京海上研究所編『国際製造物責任法j(商事法務研究会、 1993年)所収、

P.アーレンス「ドイツ製造物責任訴訟の近時の動向J82頁。
拘束京海上研究所編・前掲注98)83頁。

100 1990年私法学会報告者グループ編「製造物責任の現状と課題.J(別冊NBL

24号) (商事法務研究会、 1992年)82頁。

101加賀山茂「製造物責任と民法改正j阪大法学40巻3・4号261頁。同「責任

基準 (2)証明問題JNBL457号59頁。
102フランスについては、加賀山茂・前掲注101)阪大法学271頁の注55)、 ドイ
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ツについては、 P.東京海上研究所編・前掲注98)83頁を参照。

103 ドイツについては、東京海上研究所編・前掲注28)82夏、フランスについ

ては、後藤巻則「フランス製造物責任法の成立とその影響j日仏法学22号

(2000年1月)262頁。フランスの製造物責任法案においては、 EC指令7条

b号に該当する(民法典)第1386条の10第2号において、製造者は、「製造物

を流通に置いた時点において、欠陥が存在していなかったこと」を証明しなけ

れば、責任を負うと規定して、「蓋然性の証明jは免責事由としなったが、

1998年5月に成立した製造物責任法は、 EC指令の規定を置き換えて、「諸事

情を考慮すれば、製造者が製造物を流通に置いた時点において、損害を生じさ

せた欠陥が存在しなかったか、又はこの欠陥がその後に発生したと評価する理

由があることJを製造者の免責事由として定めており、この規定は、 EC指令
と同じ趣旨であると解されている。

104伊藤滋夫『事実認定の基礎・裁判官による事実判断の構造j(有斐閣、 1996

年)156頁。

105李浩『民事挙証責任研究J(中国政法大学出版社、 1993年)223頁。
l侃下建林編『証拠法学.1(2002年修訂版) (中国人民大学出版社、 2002年)258 

頁。

107 1984年に最高人民法院が公布した「民事訴訟法(試行)の貫徹執行に関す

る若干の問題についての意見」は、「人民法院は、証拠の調査収集にあたっ

て、……当事者の提供した証拠の範囲に制限されるべきではないjとした。

108李浩・前掲注105)223頁以下、畢玉謙『民事証拠法及其程序功能.1(法律出

版社、 1997年)125頁以下参照。

109伊藤滋夫・前掲注104)171頁、村上博巳『民事裁判における証明責任.1(判

例タイムズ社、 1980年) 3頁。

110村上博巳・前掲注109)7頁。村上判事は、証明の程度を、「最高度の真実

蓋然性(合理的疑のない程度の証明)J、「高度の真実蓋然性(明白で説得力の
ある証明と証拠の優越による証明)J、と「軽度の真実蓋然性(半証明・疎明)J

とに分けて、刑事裁判においては、「最高度の真実蓋然性jの証明が求められ、

民事裁判においては、「高度の真実蓋然性」の証明が求められるとする。

1]]升田純編『現代裁判法大系 (8)製造物責任j(新日本法規、 1998年)23頁。

]]2下建林・前掲注106)268頁。

113伊藤滋夫・前掲注104)185頁。

]]4伊藤滋夫・前掲注104)、186頁。

]]5升田純・前掲注63)20頁。

116春日偉知郎「証明責任Jジュリスト1051号30頁、小林秀之「訴訟手続上の
問題点とはj法学セミナー478号28頁。

]]7小林秀之・前掲注116)28頁、鎌田薫「欠陥j判例タイムズ862号51頁、好
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美清光・前掲注30)14頁。なお、欠陥部位の特定が必要であるとする産業構造

審議会の答申(1993年9月)も、基本的には、原告が製品のどこに欠陥があっ

たか明らかにする必要があるとする一方で、その特定の程度は、「製品の特性

も考慮して、社会通念上欠陥の存在について納得が得られる程度の主張、立証

で足りると考えられるjとしている(産業構造審議会紛争解決ルール専門委員

会「紛争解決ルールに係る法的論点についてJmの4の(1))。これは帰賓根
拠及び証明責任に関する一般的な原則にしたがって、どのような欠陥があるか

を明らかにしないまま製造者に責任を負わせることはできないことを確認しつ

つ、欠陥の内容の具体化程度に関しては、それぞれの事案に応じて(場合によっ

て、経験則や事実上の推定を活用して)柔軟な判断をすべきであるとする趣旨

と理解される(鎌田薫「欠陥」判例タイムズ862号55頁)。

118全国人大常委会法制工作委員会=国家技術監督局編・前掲注5)338真。

119松本博之「製造物責任訴訟における証明責任と証明軽減j判例タイムズ862

号68頁。
120升田純・前掲注63)20頁。

121好美清光・前掲注30)14頁。

122最高人民法院民事審判第1廷・前掲注70)47頁、畢玉謙n最高人民法院関
於民事訴訟証拠的若干規定J解釈奥適用j(中国民主法制出版社、 2002年)31 
頁。

123江偉=楊栄新編『民事訴訟機制的変革j(人民法院出版社、 1998年)110頁。

124陳界融「論判決書内容中的法理分析j法学(上海)1998年5号8頁。

125木間正道他・前掲注73)294頁。

126最高人民法院=最高人民検察院=司法部「国家司法考試実施弁法(試行)J

(2001年10月31日)。

127本誌54巻5号の拙稿463頁参照。

128 r全国人大草案」と「社会科学院案jは明記しておらず、「人民大学案jは
まず完成品の製造者が賠償してから、部品・原材料の製造者に求償するとする

(r人民大学案Jr侵権行為編J95条)。

〔付記〕

本稿は、中央大学法学研究科に提出した博士学位申請論文の主要な部分に加

筆・修正したものである。学位論文の作成に当たっては、多くの方々に大変お

世話になり、この機会を借りて、御干しを申し上げる。とりわけ、指導教授であ

る好美清光先生(一橋大学名誉教授・元中央大学教授)、故三和一博先生(元

中央大学教授)、利谷信義先生(東京大学名誉教授)と鈴木敬夫先生(札幌学
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感謝しており、心より謝意を表する。また、今回本誌に掲載するに当たっては、
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鈴木賢先生(北海道大学教授)から論文の内容の修正について多くのご教示を

いただき、日本語の表現についても細かく直していただいた。心より深く感謝

し、謝意を表する次第である。
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